
埼玉県のマスコット

「コバトン」「さいたまっち」

改定箇所解説版

令和４年７月以降に公告する案件に適用
技術資料作成の手引き（ガイドラインVer.17対応版）

埼玉県総合技術センター



この資料は、
技術資料作成の手引き（ガイドラインVer.16対応版）から
技術資料作成の手引き（ガイドラインVer.17対応版）への
主な改定箇所を説明する資料です。
手引きの参考資料としてお使いください。



低入札価格調査に係る事前申出書の提出
についての追記１ P4

技術資料作成の手引きの改定箇所
主な改定は以下の４点です。

評価項目等の変更に対する対応２ P6

様式の変更に対する対応３ P13

2

技術資料提出方法の変更に対する対応４ P15



低入札価格調査に係る事前申出書の提出
についての追記１ P4

技術資料作成の手引きの改定箇所
最初の改定箇所です。

評価項目等の変更に対する対応２ P6

様式の変更に対する対応３ P13
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技術資料提出方法の変更に対する対応４ P15



手引き P4〜12

１ 低入札価格調査に係る事前申出書の提出

低入札価格調査に係る事前申出書の提出について追記しま
した。
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自己採点方式においては自己採点申請書、
自己採点併用発注者採点方式においては
入札金額見積内訳書と併せて、低入札価格
調査に係る事前申出書（同一ファイルで
シートが分かれている様式）を提出してく
ださい。



低入札価格調査に係る事前申出書の提出
についての追記１ P4

技術資料作成の手引きの改定箇所
２つ目の改定箇所です。

評価項目等の変更に対する対応２ P6

様式の変更に対する対応３ P13

5

技術資料提出方法の変更に対する対応４ P15



２ 評価項目等変更に対する対応

以下の評価項目を新設、変更しました。
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（１）新たな評価項目
• ス（ウ）手持ち工事量

（２）変更した評価項目
• ア（ア）工事成績評定（企業の技術能力）
• ウ（ア）工事成績評定（配置予定技術者の技術能力）
• キ（イ）新製品・新技術の活用
• ク（カ）継続教育（CPD）への取組
• サ（ア）インターンシップ等の受入れ実績

P8
P8
P9
P10
P11

P7



手引き P130〜

２（１）新たな評価項目

実績重視型の新設に伴い新設される評価項目です。
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ス（ウ）手持ち工事量

ス その他
（ウ）手持ち工事量
対象業種は入札説明書に記載されます。



手引き P24〜25、43

２（２）変更した評価項目
工事成績評定の配点が変わりました。
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ア 企業の技術能力
ア（ア）工事成績評定

ウ 配置予定技術者の技術能力
ウ（ア）工事成績評定

ア（ア）工事成績評定
ウ（ア）工事成績評定

より適正に評価するため、評価基準の段
階設定が細かくなりました。
これまで0.5点刻みだったものが、0.1点

刻みとなります。
また、平均点の算出においては小数点第

２位以下を切り捨てて算出してください。



手引き P60〜

２（２）変更した評価項目
評価の対象が変わりました。
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キ 企業の技術能力
（イ）新製品・新技術の活用

キ（イ）新製品・新技術の活用

県のNew-Protech制度（新製品・新技術
マッチングモデル事業）については、令和
３年度までの実施となります。
また、自社の保有する製品、技術ではな

くても、ＮＥＴＩＳに登録のある有用な新
技術を活用する場合には、評価の対象とな
りました。



手引き P81〜

２（２）変更した評価項目
ガイドラインVer.17に限り評価基準を緩和しました。
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ク 配置予定技術者の技術能力
（カ）継続教育（CPD)への取組

ク（カ）継続教育（CPD)への取組

評価対象が、「過去3年度間のうちのい
ずれかの年度に取得した単位」に緩和され
ています。
ガイドラインVer.17に限る特例です。



手引き P107〜

２（２）変更した評価項目
ガイドラインVer.17に限り評価基準を緩和しました。
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サ 担い手確保・育成に関する取組
（ア）インターンシップ等の受入れ実績

サ（ア）インターンシップ等の受入れ実績

評価対象が、「過去3年度間の受入れ実
績」に緩和されています。
ガイドラインVer.17に限る特例です。



低入札価格調査に係る事前申出書の提出
についての追記１ P4

技術資料作成の手引きの改定箇所
３つ目の改定箇所です。

評価項目等の変更に対する対応２ P6

様式の変更に対する対応３ P13
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技術資料提出方法の変更に対する対応４ P21



手引き P56〜

３ 様式の変更について
カ 企業倫理や信頼性等の様式を変更しました。
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これまで、評価項目の小項目１つに対して１シートの様式を使用していました
が、「カ 企業倫理や信頼性等」の評価項目については、大項目で１シートの様
式としました。

　↑　該当する方に○

ア 入札契約に関する不当な強要行為

イ 過積載による法令違反

ウ ディーゼル不適合車の使用による法令違反

エ 不正軽油の使用による法令違反

オ 死亡事故

カ 総合評価の不履行

キ カ（ア）からカ（カ）に該当しない入札参加停止措置

ク 暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外

（カ（ア）　入札契約に関する不当な強要行為により入札参加停止措置を受けた場合）

（カ（イ）　過積載による法令違反により入札参加停止措置を受けた場合）

（カ（ウ）　ディーゼル不適合車の使用による法令違反により入札参加停止措置を受けた場合）

（カ（エ）　不正軽油の使用による法令違反により入札参加停止措置を受けた場合）

（カ（オ）　死亡事故により入札参加停止措置を受けた場合）

（カ（カ）　総合評価の不履行により「添付資料等で確認した結果、履行されていないことを確認」との通知を受けた場合）

（カ（キ）カ（ア）からカ（カ）に該当しない入札参加停止措置により入札参加停止措置を受けた場合）

（カ（ク）　暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外により入札参加除外措置を受けた場合）

□　入札説明書の「提出資料」欄を確認してください。

　入札参加除外措置を受けた日
（期間の始まりの日）

令和　　　　年　　　　月　　　　日

通知を受けた日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

　入札参加停止措置を受けた日
 （期間の始まりの日）

令和　　　　年　　　　月　　　　日

　入札参加停止措置を受けた日
 （期間の始まりの日）

令和　　　　年　　　　月　　　　日

　入札参加停止措置を受けた日
 （期間の始まりの日）

令和　　　　年　　　　月　　　　日

　入札参加停止措置を受けた日
 （期間の始まりの日）

令和　　　　年　　　　月　　　　日

　入札参加停止措置を受けた日
 （期間の始まりの日）

令和　　　　年　　　　月　　　　日

入札参加停止措置を受けた

入札参加除外措置を受けた

　入札参加停止措置を受けた日
 （期間の始まりの日）

令和　　　　年　　　　月　　　　日

入札参加停止措置を受けた

入札参加停止措置を受けた

「添付資料等で確認した結果、履行されて
いないことを確認」との通知を受けた

入札参加停止措置を受けた

入札参加停止措置を受けた

入札参加停止措置を受けた

様式カ（ア）～（ク）

企業倫理や信頼性等

該当項目の有無

該当項目なし

該当項目あり

様式カ(ア)



低入札価格調査に係る事前申出書の提出
についての追記１ P4

技術資料作成の手引きの改定箇所
４つ目の改定箇所です。

評価項目等の変更に対する対応２ P6

様式の変更に対する対応３ P13

14

技術資料提出方法の変更に対する対応４ P15



手引き P152〜

４ 技術資料提出方法の変更
電子メール又はファイル転送サービスによる技術資料の提
出について追加しました。
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電子媒体による技術資料の提出を実施しておりましたが、電子メール又はファ
イル転送サービスによる技術資料の提出が可能となりました。

電子メール又はファイル転送サービス
XLSX

PDF

提出書や
技術資料様式

必要な添付資料

電子媒体（CD-R)

又は



以上が、
技術資料作成の手引き（ガイドラインVer.17対応版）の
主な改定箇所です。

なお、技術資料を作成する際は、入札説明書をよく確認の
うえ作成してください。

ご覧いただきありがとうございました。


